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２ 経理の状況

（１） 　事業収入に関する事項

（単位：円、消費税及び地方消費税抜）

90.1

令和5年度

下期決算額

3,763,764,9427,432,450,763

90.5

有収水量は9,713,679㎥、有収率は89.3％となりました。収支（税抜）は、収益が3,748,791千円、費用が3,682,021
千円で、差引66,770千円の純利益を計上しました。

建設改良事業は、揖屋処理分区東出雲町管渠更生工事、島根町多古・大芦の漁業集落排水施設の機能保全工
事、西川津町等の地域で雨水渠整備工事などを実施しました。
　※有収水量及び有収率は、物価高騰減免水量含む。（R5）
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有 収 水 量 9,713,679

令和7年度予算

78,154

事 項

処 理 水 量

接 続 ( 調 定 ) 件 数

令和6年度決算
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20,459,803
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下期比較増△減

52,691
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下期決算額
令和6年度決算額

79,423

令和6年度下期業務状況説明書
概 況

水 洗 化 率

水 洗 化 人 口

第１項

177,806

下期比較増△減

区　　　分

有 収 率

営 業 外 収 益

3,675,276,663

3,757,174,100

下 水 道 事 業 収 益

営 業 収 益

第２項

第１款

94.3

3,748,791,142

1,853,909,456

1,894,881,686

△ 85

△ 0.8

令和6年度

53,372

△ 14,973,800

29,847,9181,824,061,538

1,939,703,404

19,232,215△ 68,936
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（２） 　事業費に関する事項

（単位：円、消費税及び地方消費税抜）

（３） 　企業債及び一時借入金の概況

イ ロ

円 円

円 円

円 円

円

区　　　分 令和6年度決算額

当 年 度 残 高 0

令和6年度

企 業 債

前 期 末 残 高

600,391,000

営 業 費 用

前 期 末 残 高

借入残高最高額

営 業 外 費 用

一 時 借 入 金

261,338,325

0

第１款 下 水 道 事 業 費 用 7,113,790,988

531,631,443

第１項

第２項

6,582,159,545

31,541,389,700

当 期 借 入 高

当 期 償 還 高

30,829,879,012

1,345,900,000

2,057,410,688

当 年 度 残 高

下期比較増△減
下期決算額

3,420,682,579

3,682,020,904

102,686,116

△ 32,061,588

3,611,396,376

3,317,996,463

293,399,913

70,624,528

令和5年度

下期決算額
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（４）　収益的収入及び支出

営 業 収 益

営 業 外 収 益

収 入

区 分

予 算 額

当 初 予 算 額 補 正 予 算 額
地方公営企業法第２４条第３
項の規定による支出額に係
る財源充当額

合 計

第１款 下 水 道 事 業 収 益 7,857,940,000 △ 58,852,000 0 7,799,088,000

 第１項 4,018,117,000 △ 5,741,000 0 4,012,376,000

 第２項 3,839,823,000 △ 53,111,000 0 3,786,712,000

支 出

区 分

予 算 額

当 初 予 算 額 補 正 予 算 額
予  備  費
支  出  額

流       用
増  減  額

地方公営企業法
第２４条第３項の規
定による支出額

小 計

第１款 下 水 道 事 業 費 用 7,692,202,000 △ 167,851,000 0 0 0 7,524,351,000

 第１項 営 業 費 用 7,124,354,000 △ 154,151,000 0 △ 40,615,876 0 6,929,587,124

 第２項 営 業 外 費 用 556,848,000 △ 13,700,000 0 40,615,876

0 0

0 583,763,876

 第３項 予 備 費 11,000,000 0 0 11,000,000

－3－



（単位：円、消費税及び地方消費税込）

（単位：円、消費税及び地方消費税込）

令 和 6 年 度 令 和 6 年 度 令 和 7 年 度

下 期 決 算 額 決 算 額 予 算 額

3,922,320,856 7,779,919,386 7,852,442,000

2,027,439,055 4,022,690,551 3,983,897,000

1,894,881,801 3,757,228,835 3,868,545,000

令 和 6 年 度 令 和 6 年 度 令 和 7 年 度

下 期 決 算 額

地方公営企業法
第２６条第２項の
規定による繰越額

合 計
決 算 額 予 算 額

0 7,524,351,000 3,853,156,144 7,384,609,851 7,722,581,000

0 6,929,587,124 3,539,693,006 6,800,845,975 7,200,031,000

313,463,138 583,763,8760 583,763,876

0 11,000,000

511,550,000

0 11,000,000 0
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（５）　資本的収入及び支出

収 入

区 分

予 算 額

当 初 予 算 額 補 正 予 算 額 小 計
地方公営企業法第２
６条の規定による繰越
額に係る財源充当額

継続費逓次繰越額
に係る財源充当額

第１款 下水道事業資本的収入 4,123,608,000 △ 152,868,000 3,970,740,000 863,897,589 0

 第１項 企 業 債 1,959,400,000 △ 117,500,000 1,841,900,000 590,600,000 0

 第２項 国 県 補 助 金 449,147,000 △ 49,011,000 400,136,000 261,469,605 0

 第３項 他 会 計 補 助 金 1,616,785,000 7,163,000 1,623,948,000 0 0

 第４項 受益者負担金及び分担金 641,000 △ 139,000 502,000 0 0

 第５項 工 事 負 担 金 97,635,000 6,619,000 104,254,000 11,827,984 0

支 出

区 分

予 算 額

当 初 予 算 額 補 正 予 算 額
予　備　費
支　出　額

流     用
増 減 額 小 計

地方公営企
業法第２６

条の規定に
よる繰越額

継続費逓
次繰越額

第１款 下水道事業資本的支出 6,616,526,000 △ 152,215,000 0 0 6,464,311,000 959,113,000 0

 第１項 建 設 改 良 費 2,494,884,000 △ 152,215,000 0 0 2,342,669,000 959,113,000 0

 第２項 企 業 債 償 還 金 4,120,542,000 0 0 0 4,120,542,000 0 0

 第３項 予 備 費 1,100,000 0 0 0 1,100,000 0 0

　  棚卸資産購入限度額の執行額は、26,631,000円である。
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（単位：円、消費税及び地方消費税込）

（単位：円、消費税及び地方消費税込）

令 和 6 年 度 令 和 6 年 度

決 算 額

令 和 7 年 度

合 計
下 期 決 算 額 予 算 額

4,834,637,589 2,589,068,424 3,542,118,848 4,296,861,000

2,432,500,000 1,345,900,000 1,475,500,000 2,261,500,000

661,605,605 342,025,000 348,181,000 517,993,000

1,623,948,000 810,262,654 1,615,226,654 1,456,567,000

502,000 27,600 530,040 3,062,000

116,081,984 90,853,170 102,681,154 57,739,000

令 和 6 年 度 令 和 6 年 度

合 計
下 期 決 算 額 決 算 額

令 和 7 年 度

予 算 額

7,423,424,000 3,537,851,930 6,144,370,079 6,561,255,000

3,301,782,000 1,480,441,242 2,023,830,615 2,720,025,000

4,120,542,000 2,057,410,688 4,120,539,464 3,840,130,000

1,100,000 0 0 1,100,000

－6－



（単位：円、消費税及び地方消費税抜）

１

２

　(１)

　(２)

　(３)

　(４)

　(５)

　(６)

　(７)

　(８)

３

　(１)

　(２)

　(３)

　(４)

　(５)

４

　(１)

　(２)

○資産減耗費32,460,421円の内訳は、固定資産除却費29,030,421円、施設撤去工事費3,430,000円である。

○その他未処分利益剰余金変動額416,398,114円は、資本的収入額が資本的支出額に不足する額の補填に減債積
立金を使用した際に発生したものである。

令和6年度松江市下水道事業損益計算書

1,853,909,456

　(２) 他 会 計 負 担 金 118,356,277

営 業 収 益

　(１) 下 水 道 使 用 料 1,735,326,899

（令和6年10月1日から令和7年3月31日まで）

ポ ン プ 場 費 115,059,477

管 渠 費 179,108,275

営 業 費 用

　(３) そ の 他 の 営 業 収 益 226,280

業 務 費 115,743,370

流 域 下 水 道 費 577,259,805

処 理 場 費 265,361,366

営 業 損 失 1,566,773,123

減 価 償 却 費 2,061,998,860

総 係 費 73,691,005

32,460,421 3,420,682,579資 産 減 耗 費

1,894,881,686

長 期 前 受 金 戻 入 1,095,264,457

引 当 金 戻 入 益 2,196,311

営 業 外 収 益

781,473,303他 会 計 補 助 金

国 庫 補 助 金 7,500,000

消 費 税 及 び 地 方 消 費 税

支払利息及び企業債取扱諸費 252,843,447

営 業 外 費 用

営 業 外 雑 収 益 8,447,615

雑 支 出 8,494,878 261,338,325 1,633,543,361

66,770,238経 常 利 益

735,057,889

当 期 純 利 益 66,770,238

前 期 繰 越 利 益 剰 余 金 251,889,537

416,398,114その他未処分利益剰余金変動額

当 期 未 処 分 利 益 剰 余 金
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（単位：円、消費税及び地方消費税抜）

資　産　の　部

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

１ 固　定　資　産

  (１)

  (２)

２ 流　動　資　産

　(１)

　(２)

　(３)

　(４)

107,808,600

現 金 預 金 696,468,175

固 定 資 産 合 計

減 価 償 却 累 計 額 △ 16,347,744 2,200,034

ト 工 具 器 具 及 び 備 品 24,886,182

令和6年度松江市下水道事業貸借対照表
（令和7年3月31日）

ヘ 車 両 及 び 運 搬 具 18,547,778

有 形 固 定 資 産

   イ 土 地 1,955,411,815

1,419,006,822

   ロ 建 物 2,061,404,379

減 価 償 却 累 計 額 △ 20,205,747 48,985,950

減 価 償 却 累 計 額 △ 642,397,557

   ハ 建 物 附 属 設 備 69,191,697

   ニ 構 築 物 131,305,566,149

減 価 償 却 累 計 額 △ 42,467,871,744 88,837,694,405

減 価 償 却 累 計 額 △ 4,293,993,070 2,614,650,780

   ホ 機 械 及 び 装 置 6,908,643,850

96,347,240,597

チ 建 設 仮 勘 定 1,457,442,902

無 形 固 定 資 産

4,630,828,920

   ロ

有 形 固 定 資 産 合 計

8

   イ 5

地 上 権

借 地 権

ソ フ ト ウ ェ ア

ハ 施 設 利 用 権

ニ

△ 16,962,711

101,085,878,130

無 形 固 定 資 産 合 計 4,738,637,533

102,580,186,536

流 動 資 産 合 計 1,494,308,406

前 払 金 77,521,253

資 産 合 計

△ 13,038,293 11,847,889減 価 償 却 累 計 額

貸 倒 引 当 金

貯 蔵 品 24,210,000

696,108,978

未 収 金 713,071,689

－8－



負　債　の　部

３ 固　定　負　債

  (１)

  (２)

４ 流　動　負　債

  (１)

  (２)

  (３)

  (４)

５ 繰　延　収　益

預 り 金 8,470,000

16,559,072

26,989,755,213

企 業 債

   イ
建設改良費等の財源に
充 て る た め の 企 業 債

26,989,755,213

企 業 債 合 計

27,146,125,901

引 当 金 合 計 156,370,688

156,370,688

企 業 債

   イ
建設改良費等の財源に
充 て る た め の 企 業 債

3,840,123,799

固 定 負 債 合 計

企 業 債 合 計

長 期 前 受 金 83,004,997,771

流 動 負 債 合 計 4,876,988,581

負 債 合 計 89,444,192,427

繰 延 収 益 合 計 57,421,077,945

収 益 化 累 計 額 △ 25,583,919,826

引 当 金

   イ 退 職 給 付 引 当 金

3,840,123,799

引 当 金 合 計

引 当 金

   イ 賞 与 引 当 金

未 払 金 1,011,835,710

16,559,072

－9－



資　本　の　部

６ 資　　本　　金

７ 剰　　余　　金

  (１)

  (２)

　令和6年度下期に受贈した資産を88,310,379円と評価し、固定資産及び繰延収益にそれぞれ計上した。
     ○受贈資産の評価額

資 本 剰 余 金

10,169,365,561

ハ 負 担 金 1,149,139,645

   イ 受 贈 財 産 評 価 額 1,078,195,721

ロ 受益者負担金及び分担金 4,235,293

利 益 剰 余 金

資 本 剰 余 金 合 計 2,231,570,659

イ 当期未処分利益剰余金 735,057,889

利 益 剰 余 金 合 計 735,057,889

13,135,994,109

剰 余 金 合 計 2,966,628,548

資 本 合 計

     ○企業債の償還に係る他会計の負担

  貸借対照表に計上されている企業債（1年内に償還予定のものも含む）のうち、他会計が負担すると見込まれる額は
21,560,052,397円である。

負 債 資 本 合 計 102,580,186,536

     ○貸倒引当金の取崩し
令和6年度下水道使用料不納欠損1,461,012円、令和6年度受益者負担金及び分担金不納欠損8,620円に伴い、貸

倒引当金1,351,626円を取崩し、同額を（款）下水道事業収益（項）営業外収益（目）引当金戻入益に計上した。

－10－



（単位：円、消費税及び地方消費税抜）

１ 業務活動によるキャッシュ・フロー

２ 投資活動によるキャッシュ・フロー

３ 財務活動によるキャッシュ・フロー

一般会計又は他の特別会計からの繰入金による収入

（令和6年10月1日から令和7年3月31日まで）

固定資産除却損 29,030,421

無形固定資産の取得による支出 △ 213,138,961

有形固定資産の取得による支出 △ 702,148,110

その他流動資産の増減額(△は増加)

資金期末残高 696,468,175

財務活動によるキャッシュ・フロー △ 249,224,794

資金増加額（又は減少額） 545,412,626

資金期首残高 151,055,549

△ 608,086,643

一時借入金の返済による支出 △ 600,391,000

建設改良費等の財源に充てるための企業債の償還による支出 △ 2,057,410,688

建設改良費等の財源に充てるための企業債による収入 1,345,900,000

一時借入れによる収入 330,391,000

投資活動によるキャッシュ・フロー

一般会計又は他の特別会計からの繰入金による収入 519,309

小計 1,655,567,510

利息の支払額 △ 252,843,447

業務活動によるキャッシュ・フロー 1,402,724,063

前払金の増減額(△は増加) 182,141,535

棚卸資産の増減額(△は増加) △ 24,210,000

国庫補助金等による収入 306,681,119

228,490,118

その他流動負債の増減額(△は減少)

未収金の増減額(△は増加) △ 69,187,487

未払金の増減額(△は減少) 157,630,670

令和6年度松江市下水道事業キャッシュ・フロー計算書

当期純利益 66,770,238

減価償却費 2,061,998,860

預り金の増減額(△は減少)

賞与引当金の増減額(△は減少) 16,559,072

△ 1,127,092

6,765,000

退職給付引当金の増減額(△は減少) 17,066,094

長期前受金戻入額 △ 1,095,264,457

支払利息 252,843,447

△ 173,938,909

貸倒引当金の増減額(△は減少)

732,285,894
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１　報告セグメントの概要

各報告セグメントの事業の内容は以下のとおりである。

公共下水道事業のうち雨水処理に関するもの

２　報告セグメントごとの資産等

令和6年度（令和6年10月1日から令和7年3月31日まで）

（単位：円）

　無形固定資産の増加額
　有形固定資産及び

969,857,131 471,634,607 1,441,491,738

2,061,998,860108,793,9731,953,204,887　減価償却費

セグメント負債 83,814,447,188 5,629,745,239 89,444,192,427

その他の項目

経常損益 68,106,806 △ 1,336,568 66,770,238

セグメント資産 95,607,672,490 6,972,514,046 102,580,186,536

営業費用 3,270,806,991 149,875,588 3,420,682,579

営業損益 △ 1,535,253,812 △ 31,519,311 △ 1,566,773,123

雨水処理事業

汚水処理事業 雨水処理事業 合　計

営業収益 1,735,553,179 118,356,277 1,853,909,456

セグメント情報に関する注記

松江市下水道事業会計は、下水の排除又は処理を行っており、その下水道の区分は汚水
処理と雨水処理に分けられる。汚水処理は私費及び公費、雨水処理は全額公費で負担する
ことが前提となり、経費の負担区分が異なるため、「汚水処理事業」と「雨水処理事業」の２つを
報告セグメントとしている。

事業区分 事業の内容

汚水処理事業

公共下水道事業のうち汚水処理に関するもの、特定環境保

全公共下水道事業、農業集落排水処理施設事業、漁業集

落排水処理施設事業、地域し尿処理施設事業、小規模集

合排水処理施設事業、特定地域生活排水処理施設事業、

個別排水処理施設事業、受贈排水処理施設事業
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１　資産の評価基準及び評価方法

(１)棚卸資産の評価基準及び評価方法

・マンホールポンプ貯蔵品　個別法

・その他の貯蔵品　移動平均法による原価法

２　固定資産の減価償却の方法

(１)有形固定資産　定額法

・主な耐用年数

　建物 7～50年

　構築物 28～50年

　機械及び装置 8～20年

(２)無形固定資産　定額法

３　引当金の計上方法

(１)退職給付引当金

額に相当する金額を計上している。

(２)賞与引当金

る。

(３)貸倒引当金

している。

４　その他会計に関する書類のための基本となる重要な事項

(１)消費税及び地方消費税の会計処理

消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっている。

(２)リース取引の処理方法

に準じた会計処理によっている。

所有権移転外ファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法

重要な会計方針に係る事項に関する注記

職員の期末手当・勤勉手当の支給に備えるため、当事業年度末における支給見込

職員の退職手当の支給に備えるため、当事業年度末における退職手当の要支給

額に基づき、翌年度の支給見込額のうち当事業年度の負担に属する額を計上してい

債権の不納欠損による損失に備えるため、実績率等による回収不能見込額を計上
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令和6年度末の未経過リース料相当額は、下記のとおり。

・所有権移転外ファイナンス・リース取引

千円

千円

千円

・オペレーティング・リース取引（中途解約可能なものを除く。）

千円

千円

千円

(３)貸借対照表に注記する企業債の償還に係る他会計負担見込額の算定方法

度基準に基づき、今後も負担があるものとして金額を算定している。

１ 年 内 0

１ 年 内 0

１ 年 超 0

計 0

0

計 0

令和6年度に企業債の償還に対して他会計が負担をした項目について、令和6年

１ 年 超
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